
 

 

入札参加資格確認資料作成要領（委託） 

 

一般競争入札 公告個別事項において、「参加資格」に基づき、「提出書類」で指定した入札参加

申請様式２、3 及び添付資料（以下「入札参加資格確認資料」という。）の作成及び提出に係る留意

事項は次のとおりとする。 

入札参加資格確認資料に記載した内容は真実であることを誓約したものとみなすので、作成にあた

っては誤りのないようにすること。 

 

１ 提出にあたっての留意事項 

ア 入札参加資格確認資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等

に示された事項を十分確認してから提出すること。 

イ 参加申請時に提出する入札参加資格確認資料及び入札時に提出する業務費内訳書は、添付漏

れがないようそれぞれ一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告

文に記載された業務委託名を用い「○○業務委託入札参加様式（会社名）」とする。）なお、

添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めないものとする。 

  

２ 競争入札参加資格 

  競争入札参加資格について、発注者が業種（部門）のみを指定した場合は特に証明のための資料

の提出は必要ないが、業種（部門）の他に発注者が指定する事項がある場合には、それらを証明す

るための資料を添付すること。 

 

３ 企業の業務実績（様式 2） 

  ア 一般競争入札 公告個別事項「参加資格」の「業務実績」により指定する場合に記載する。 

  イ  元請け又は 1 次下請けとして受託し、平成２２年４月１日から入札参加資格申請締切日までに

完成・引き渡し済みの業務の中から、アに示す規模以上の同種業務実績を次のウ、エにも留意し

て記載すること。 

ウ  業務実績として記載する発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。なお、記

載する発注機関の優先順位は、山梨県、国機関、都道府県（政令指定都市を含む）、独立行政法

人の順とし、その実績を記載すること。これが無い場合は、公営企業等、事業団、民間の業務実

績を記載すること。 

 エ  イ、ウで示した条件に該当する業務実績が複数ある場合は、先ず、山梨県内における業務実績

を記載すること。これが無い場合は、都道府県における業務実績を記載すること。 

     また、記載は都道府県名、市町村名、大字名まで記載すること。 

 オ 企業の業務実績を証明するための添付資料として、当該業務の契約書、委託業務契約用設計書

表紙、業務内訳書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。なお、ＴＥＣＲＩＳ登

録番号を記載した場合も、省略することはできない。 

 カ  契約書等の写しがない実績については、実績として認めないので記載しないこと。 

 キ 山梨県内における自動車専用道路は、山梨県、国機関または高速道路株式会社が管理する自動

車専用道路をいう。 

 ク その他特記事項欄に規制内容等について記載すること。 



 

 

４ 配置予定業務責任者（様式 3） 

ア  一般競争入札 公告個別事項「参加資格」の「配置予定業務責任者」により指定する場合に記

載する。 

イ 「参加資格」により指定した、配置予定業務責任者の資格が確認できる資料として次のとおり

とし、写しを添付すること。 

ウ 個別事項に記載された業務経験を記載すること。また、他社においての経験も当該業務の経験

として認めるので記載すること。 

 エ 記載した業務経験を証明する契約書等の写しを添付すること。契約書等の写しが無い場合は、 

なんらかの確認可能は資料を用意すること。契約書等の写しもなく証明することができない経 

験については、認めることはできないので記載しないこと。 

 

５  ＩＳＯ９００１の認証取得 

一般競争入札 公告個別事項「参加資格」の「ＩＳＯ９００１の認証」により指定する場合に記 

載する。ＩＳＯ９００１の認証取得が不要の場合は、記載する必要がない。 

なお、「有」の場合は、申請日現在に有効な登録証明書（写）を添付すること。 



 

 

 

発注機関一覧表 
 

 

 機関等            内   訳 

山梨県 （企業局を含む） 

 国機関  国土交通省 

 内閣府 

 防衛省（庁） 

 農林水産省 

 文部科学省 

 その他中央省庁 

 （環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他） 

 都道府県  山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む） 

 独立行政法人  

 公営企業等  （山梨県道路公社等、地方公社を含む） 

 事業団   日本下水道事業団 

          

 民間   高速道路株式会社 

電力、ガス 

 電話会社 

 ＪＲ、私鉄、地下鉄 

 石油備蓄会社 

 


